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常滑市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和８年９月28日 

 

常滑市長 伊 藤 辰 矢  

 

常滑市条例第17号 

 

常滑市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例  

 

常滑市固定資産評価審査委員会条例（昭和38年常滑市条例第11号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。  

改正後  改正前  

（委員長）  （委員長）  

第２条  略  第２条  略  

２～４  略  ２～４  略  

５  委員長の任期は、委員の任期による。ただし、再任

することを妨げない。  

５  委員長の任期は、１年とする。ただし、再任するこ

とを妨げない。  

 

（審査の申出）  （審査の申出）  

第４条  略  第４条  略  

２・３  略  ２・３  略  

＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

４  審査申出書には、審査申出人（審査申出人が法人そ

の他の社団又は財団であるときは、代表者又は管理

人、総代を互選したときは総代、代理人によって審査
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改正後  改正前  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿  

の申出をするときは代理人）が署名しなければならな

い。  

４・５  略  ５・６  略  

 

（書面審理）  

第６条  略  

２  前項の規定にかかわらず、情報通信技術を活用した

行政の推進等に関する法律（平成 14年法律第 151号）第

６条第１項の規定により同項に規定する電子情報処理

組織を使用して弁明がされた場合には、前項の規定に

従って弁明書が提出されたものとみなす。  

３～５  略  

（書面審理）  

第６条  略  

 

 

 

 

 

２～４  略  

  

（審査申出人の口頭による意見陳述）  （審査申出人の口頭による意見陳述）  

第７条  略  第７条  略  

２  略  ２  略  

３  前項の調書には、次に掲げる事項を記載しなければ

ならない。  

３  前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、意見を

聴いた委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印

しなければならない。  

(１ ) 事案の表示  (１ ) 事実の表示  

(２ )・ (３ ) 略  

 

(２ )・ (３ ) 略  

 

（口頭審理）  （口頭審理）  

第８条  略  第８条  略  
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改正後  改正前  

２  委員会は、口頭審理を行う場合においては、その都

度口頭審理の日時及び場所を審査申出人及び市長に通

知しなければならない。  

２  委員会は、口頭審理を行う場合においては、そのつ

ど、口頭審理の日時及び場所を審査申出人および市長

に通知しなければならない。  

３・４  略  ３・４  略  

５  前項の口述書には、次に掲げる事項を記載しなけれ

ばならない。  

５  前項の口述書には、次に掲げる事項を記載し、提出

者が署名しなければならない。  

(１ )～ (３ ) 略  (１ )～ (３ ) 略  

６  委員会は、口頭審理を終了するに先立って、審査申

出人に対して、意見を述べ、かつ、必要な資料を提出

する機会を与えなければならない。  

６  委員会は、口頭審理を終了するに先だって、審査申

出人に対して、意見を述べ、かつ、必要な資料を提出

する機会を与えなければならない。  

７  略  ７  略  

８  前項の調書には、次に掲げる事項を記載しなければ

ならない。  

８  前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、審理を

行った委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印

しなければならない。  

(１ )～ (５ ) 略  

 

(１ )～ (５ ) 略  

 

（実地調査）  （実地調査）  

第９条  略  第９条  略  

２  前項の調書には、次に掲げる事項を記載しなければ

ならない。  

２  前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、調査を

行った委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印

しなければならない。  

(１ )～ (４ ) 略  

 

(１ )～ (４ ) 略  

 

（議事についての調書）  （議事についての調書）  
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改正後  改正前  

第 10条  略  第 10条  略  

２  前項の調書には、次に掲げる事項を記載しなければ

ならない。  

２  前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、議事に

関与した委員及び調書を作成した書記がこれに署名押

印しなければならない。  

(１ )～ (４ ) 略  

 

(１ )～ (４ ) 略  

 

（決定書の作成）  （決定書の作成）  

第 11条  略  第 11条  略  

２  法第 433条第 12項の通知は、審査申出人に対しては前

項の決定書の正本をもって、市長に対してはその副本

をもって、これをしなければならない。  

２  法第 433条第 12項の通知は、審査申出人に対しては前

項の決定書の正本をもって、市長に対しては、その副

本をもって、これをしなければならない。  

  

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の常滑市固定資産評価審査委員会条例第２条第５項の規定は、この条例の施行の際現に委員長の職にある者に

ついて適用する。 

 


